
県
議
会
最
終
日
の
６
月
１
７
日
、提
案
さ
れ
た

議
案
と
意
見
書
１
５
件
の
う
ち
、２
件
に
つ
い
て
反

対
理
由
を
討
論
し
ま
し
た
。（
以
下
、討
論
要
旨
） 

軍
拡
増
税
の
一
環
で
あ
る 

 

た
ば
こ
税
値
上
げ
に
反
対 

 

県
税
条
例
等
の
一
部
改
正
の
う
ち
、県
の
加
熱
式

た
ば
こ
税
額
の
引
き
上
げ
に
反
対
で
す
。 

政
府
は
税
制
大
綱
で
、「
加
熱
式
た
ば
こ
と
紙
巻

き
た
ば
こ
と
の
税
負
担
の
差
を
解
消
し
、課
税
の
適

正
化
に
よ
る
増
収
を
防
衛
財
源
に
活
用
す
る
」
と

明
記
。２
７
年
度
ま
で
の
防
衛
費
を
４
３
兆
円
と
定

め
、法
人
税
、所
得
税
、た
ば
こ
税
で
１
兆
円
強
ま
か

な
う
方
針
で
す
。加
熱
式
は
２
６
度
か
ら
、２
７
年

度
以
降
は
紙
巻
た
ば
こ
も
合
わ
せ
て
値
上
げ
し
、 

２
千
億
円
以
上
の
増
収
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。 

文
教
費
の
２
倍
、
農
林
水
産
費
の
４
倍 

日
本
の
防
衛
費
は
８
兆
７
千
億
円
に
膨
れ
上
が

り
、今
後
も
増
額
の
方
針
。加
え
て
、ト
ラ
ン
プ
政
権

の
「
日
本
の
軍
事
費
は
少
な
く
と
も
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
３
％

必
要
」
と
の
要
求
に
従
え
ば
１
８
兆
円
で
す
。今
で

も
防
衛
費
は
文
教
予
算
の
２
倍
、農
林
水
産
予
算

の
４
倍
と
い
う
異
常
な
予
算
構
造
に
な
っ
て
お
り
、

大
軍
拡
を
続
け
れ
ば
暮
ら
し
も
経
済
も
平
和
も 

壊
さ
れ
ま
す
。 

よ
っ
て
、防
衛
増
税
の
一
環
で
あ
る 

た
ば
こ
税
値
上
げ
に
同
意
で
き
ま
せ
ん
。 

 

新
産
業
廃
棄
物
処
分
場
建
設
に
伴
う 

 

搬
入
道
路
ト
ン
ネ
ル
工
事
に
反
対 

 

新
産
業
廃
棄
物
最
終
処
分
場
の
建
設
（
日
立
市
）

に
伴
い
、搬
入
道
路
と
な
る
（
仮
称
）
大
久
保
町  

第
一
ト
ン
ネ
ル
の
工
事
請
負
契
約
を
締
結
す
る
こ

と
に
反
対
で
す
。契
約
の
相
手
方
は
、株
木
・オ
カ

ベ
・秋
山
特
定
建
設
工
事
共
同
企
業
体
で
、契
約
額

１
３
億
１
７
８
０
万
円
、落
札
率
は
９
８
％
。道
路 

１
ｍ
あ
た
り
４
０
０
万
円
に
な
り
ま
す
。 

特
定
企
業
に
事
業
費
の
６
割
発
注 

株
木
・オ
カ
ベ
・秋
山
共
同
体
は
、処
分
場
本
体

工
事
も
２
１
８
億
円
余
で
請
け
負
い
、道
路
を
合
わ

せ
た
２
３
１
億
円
は
総
事
業
費
（
３
８
９
億
円
）
の

６
割
に
達
し
ま
す
。特
定
企
業
へ
の
利
益
誘
導
に

な
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
。資
材
高
騰
を
理
由
に
、

事
業
者
か
ら
ス
ラ
イ
ド
条
項
の
申

請
が
あ
れ
ば
さ
ら
に
増
額
で
す
。 

処
分
場
に
つ
い
て
は
、建
設
場
所

の
選
定
過
程
が
不
透
明
、か
つ
大
型

車
両
の
通
行
に
適
し
た
道
路
が
な

い
場
所
を
選
ん
だ
た
め
に
道
路
を
新
設
す
る
こ
と

に
な
り
ま
し
た
。さ
ら
に
、広
大
な
唐
津
沢
に
降
る

雨
に
よ
る
自
然
災
害
の
危
険
も
指
摘
さ
れ
ま
す
。

地
元
住
民
が
訴
え
た
裁
判
も
継
続
中
で
す
。処
分

場
建
設
の
見
直
し
を
強
く
求
め
、ト
ン
ネ
ル
工
事
請

負
契
約
の
議
案
に
反
対
し
ま
す
。  

 

ト
ン
ネ
ル
工
事
は
共
産
党
と
つ
く
ば
市
民
ネ
ッ
ト

が
反
対
、税
条
例
は
共
産
党
が
反
対
し
ま
し
た
が
、

自
民
・公
明
・国
民
民
主
・立
憲
・無
所
属
な
ど
の 

賛
成
多
数
で
議
案
は
可
決
さ
れ
ま
し
た
。 

国
会
最
終
盤
の
６
月
１
６
日
、東
海
第
二
原
発

問
題
で
院
内
集
会
が
開
か
れ
ま
し
た
。江
尻
県
議

の
ほ
か
原
発
運
転
差
止
訴
訟
の
原
告
ら
も
参
加
。

原
子
力
規
制
庁
や
経
産
省
に
対
し
て
、事
前
に
提

出
し
た
質
問
事
項
の
回
答
を
求
め
、国
の
責
任
を

質
し
ま
し
た
。 

「施
工
不
良
の
責
任
は
原
電
に
あ
る
」  

 

江
尻
県
議
が
「
防
潮
堤
欠
陥
工
事
の
責
任
は
、施

工
し
た
ゼ
ネ
コ
ン
か
日
本
原
電
か
、そ
れ
と
も
検
査

す
る
規
制
庁
に
あ
る
の
か
」
と
質
し
た
の
に
対
し
、

規
制
庁
担
当
者
は
「
第
一
義
的
に
は
事
業
者
の
日

本
原
電
に
あ
る
」
と
回
答
。 

そ
の
う
え
で
、規
制
庁

の
役
割
は
、「
現
地
検
査
官
が
日
本
原
電
が
作
成
す

る
不
具
合
や
ト
ラ
ブ
ル
の
報
告
書
を
点
検
し
た
り
、

原
電
の
対
策
会
議
を
傍
聴
し
た
り
、工
事
個
所
を

確
認
し
て
い
る
」
と
の
説
明
を
く
り
返
し
、な
ぜ  

事
前
に
施
工
不
良
を
チ
ェ
ッ
ク
で
き
な
か
っ
た
の
か

曖
昧
な
回
答
で
し
た
。 

「原
発
運
転
能
力
が
有
る
と
の
判
断
を 

く
つ
が
え
す
も
の
は
な
い
」 

 

江
尻
県
議
は
、「
茨
城
県
知
事
が
、火
災
を
頻

発
す
る
日
本
原
電
に
つ
い
て
、原
発
運
転
を
的
確

に
遂
行
す
る
技
術
的
能
力
が
有
る
の
か
説
明
す

べ
き
と
規
制
委
員
長
に
求
め
た
が
、見
解
は
ど
う

か
」
と
質
問
。 

担
当
者
が
「
技
術
的
能
力
が
有
る

と
の
判
断
を
く
つ
が
え
す
も
の
は
確
認
さ
れ
て
い

な
い
」
と
答
え
る
と
、参
加
者
か
ら
「
そ
れ
は
お
か

し
い
」
と
批
判
が
相
次
ぎ
ま
し
た
。 

 

集
会
を
主
催
し
た
首
都
圏
連
絡
会
は
、今
後
も

東
海
第
二
原
発
の
再
稼
働
を
止
め
る
た
め
に
運

動
を
広
げ
て
い
き
た
い
と
し
て
い
ま
す
。 

県
政
ニ
ュ
ー
ス 

２
０
２
５
年
７
月 

 江尻県議は

最高裁に抗

議するヒュー

マンチェーン

にも参加。 

 国に原発事

故の責任は

ないとした最高裁判決から３年。判決のあと、

国は原発回帰への大転換をすすめています。  

【東海第二原発運転差止訴訟は、８月２２日に  

 東京高裁で第７回口頭弁論が行われます。】 

と
め
よ
う
！
東
海
第
二
原
発 

首
都
圏
連
絡
会
が
主
催 

院
内
ヒ
ア
リ
ン
グ
集
会
で
規
制
庁
に
質
問 

▲日本共産党の塩川鉄也衆院議員が紹介議員に

なって開かれた院内集会で、原子力規制庁に対し

東海第二原発について質問する江尻県議と高橋

誠一郎党県政策委員長（衆議院第二議員会館） 

いわぶち友参院議員が挨拶しました 



● ６月１１日の防災環境産業委員会で、江尻県議はPFAS問題

について質問しました。 県が２日に提出した国への要望の中に、

「有機フッ素化合物（PFAS）対策の推進について」が盛り込まれ

ています。 県では、河川や地下水の調査は環境対策

課が、水道水は企業局が行い、結果をそれぞれのホー

ムページに掲載しています。 

３河川と３市で暫定指針値を超過 

● 河川は２０２１年度からの４年間で７６河川を調査。３河川で指

針値の超過を確認し、毎年調査を実施しています。  

  ※指針値とは・・・PFOS・PFOAの合計値が５０ng/L 

● 地下水は２０２１年度から毎年３自治体を選んで調査を実施

し、神栖市と水戸市で超過を確認。周辺井戸の調査や住民への周

知、水道への切り替えを指導しています。２０２５年度も調査を実施

します。 

  ２０２１年度／日立市・土浦市（超過なし）、神栖市（210ng/L） 

  ２０２２年度／北茨城市・龍ケ崎市・下妻市（超過なし） 

  ２０２３年度／守谷市・桜川市・鉾田市（超過なし） 

  ２０２４年度／つくば市・常陸大宮市（超過なし）、水戸市（５８ng/L） 

国への要望書はこちら  

江尻かな県政ニュース 202５年７月  発行：日本共産党茨城県議団 水戸市白梅3-13-8水戸共同ビル3階 ０２９－３０１－１３８７ 

● 鉾田川で指針値を超えるPFASが検出されたことを受け、 

県と鉾田市は流域部の飲用井戸水を２０２４年１２月から調査。

これまでに行った５回の調査で、超過する井戸が複数判明（最

大１３００ng/L）したことから、さらに範囲を広げて調査を継続中

です。汚染の理由は特定できていません。 

百里基地内にPFOA含有泡消火剤 今も残置 

● 自衛隊百里基地では、PFASを含む泡消火剤を使った訓練

が実施されていました。 PFASのうち、PFOS含有泡消火剤は  

２０２５年２月末までに全量処分が完了。一方、PFOAを含む消火

剤は今も基地内に保管されていることが委員会質疑で明らかに

なりました。 国は現在でも訓練に使うことを禁止していません。 

半導体製造工場周辺の調査を要求 

● 半導体の製造過程で大量のPFASが使用されます。１万種類

以上あるPFASのうち、日本はPFOSやPFOAなど３種類しか規

制対象にしていないからです。 共産党国会議員団の調査で、茨

城県内で半導体関連工場があるのは６市町（常陸大宮、高萩、那

珂、ひたちなか、笠間、阿見）。 環境省は、半導体工場等が立地す

る地域で特に調査を充実するよう自治体に要請していますが、

県は「PFOSとPFOAは“暫定指針値”であり、水質汚濁防止の

“基準値”に定められていないことから事業所に検査は求めてい

ない」と答弁。 やはり国の規制強化と法整備が必要です。 

江尻かなレポート 

年度 2021 ２０２２ ２０２３ ２０２４ 

梶無川（行方市内） 54ng/L 25ng/L 19ng/L ２７ng/L 

鉾田川（鉾田市内） 調査なし 100ng/L ６９ng/L ４１ng/L 

大谷川（鉾田市内） 調査なし 調査なし 調査なし 110ng/L 

● 日本共産党が６月３日に知事に提出した、茨城県庁秘書課

職員の自死について、パワハラはなかったとした調査の｢再調

査｣を求める要望書について、知事から回答がありました。 

調査は適切に実施されていると説明 

● 回答では、「調査委員会による調査は適切に実施されており、

再調査を行う考えはありません」としています。 主な理由として、

▽パワハラについて厚労省の基準により「なかった」と判定▽過

重労働について、時間外勤務や休暇取得の状況などを調査し、

厚労省の基準により「なかった」と判定▽調査委員会は、遺族の

要望を受けて非公開とすることを決定した等と列挙。 

● 一方で、調査報告書は全てのご遺族と面会のうえ渡して説

明したが、結果に対するご遺族の意向について「県で回答する

立場にない」と書いています。 情報開示で「黒塗り」した内容に

ついても、これ以上公表すべきでないと判断したとのこと。 また、

県が２月に示した「ハラスメント防止を徹底するための定期的な

職員向け調査」は未だに実施されていません。 

パワハラ、過重労働の再調査 

県｢行う考えはない｣と回答  「茨城県再生資源物の屋外保管の適正化に関する条例」

が２０２４年４月に施行されて１年。 騒音や飛散・流出、火災

対策が急務です。 これまで騒音防止法では規制できな

かった「特定施設」のないヤードに対し、県条例では住民か

らの苦情等に基づき自治体が測定を行った結果、基準値を

超える騒音が判明した場合、事業者は必要な措置を講じて

基準を遵守しなければならない」と定めています。 

 山田修村長が東海第二原発の「再稼働は必要」と表明し

た翌日、県議会防災環境産業委員会で自民党県議が「重

い決断だ」と評価し、避難計画の早期策定を求めました。 

防災・危機管理部長は、来年12月が工事完了時期とされ

ており、機を逸しないよう取り組むと答弁。 これに対し、江尻

県議は「スケジュールありきで計画策定するという誤った姿

勢、印象を与える答弁は問題だ」と指摘。 部長は再度答弁

に立ち、他県と避難所の確保・調整を進めている県として延

び延びにならないよう取り組むという趣旨だと答えました。 


